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お知らせ

開園時間：９時～17時（季節により変更あり）

入 園 料：大人800円、小人400円
電 話：43-2626（お間違えのないように）

元気なアルバイトスタッフ大募集
遊具、レストラン、販売など。

ご希望の方は、電話の上、履

歴書をご送付ください。

〒656-0443　
南あわじ市八木養宜上1401

　

失
業
等
に
よ
る
税
の
減
免
制
度

対
象
と
な
る
税
目

　

22
年
度
課
税
分
以
降
の
市
・

県
民
税
と
国
民
健
康
保
険
税

対
象
者

　

事
業
者
か
ら
の
一
方
的
な
解

雇
、
経
済
的
な
理
由
等
に
よ
る

事
業
廃
止
で
３
か
月
以
上
続
け

て
失
業
の
人
。
３
か
月
以
上
療

養
で
無
収
入
の
人
。

※
退
職
金
支
給
額
が
６
０
０
万
円
を

超
え
る
人
、
前
年
中
の
合
計
所
得

金
額
が
６
０
０
万
円
を
超
え
る
人

と
生
計
を
一
に
す
る
人
は
除
く

減
免
の
期
間

　

年
度
末
ま
で

※
減
免
期
間
中
で
も
、
再
就
職
等

の
た
め
所
得
が
発
生
し
た
場

合
は
減
免
が
取
消
さ
れ
ま
す
。

※
減
免
が
適
用
さ
れ
る
の
は
納
期

が
未
到
来
分
の
税
に
な
り
ま

す
。
納
期
限
の
７
日
前
ま
で
に

申
請
が
必
要
で
す
。

減
免
割
合

手
続
き
の
必
要
書
類

　

退
職
理
由
を
明
記
し
た
雇
用

保
険
受
給
資
格
者
証
等
。
廃
業

理
由
を
明
記
し
税
務
署
の
受
付

印
が
押
印
さ
れ
た
廃
業
届
出
書

（
本
人
控
）
の
写
し
、
３
か
月

以
上
就
業
困
難
な
旨
が
記
載
さ

れ
た
医
師
の
診
断
書
、
印
鑑

※
自
己
の
都
合
に
よ
ら
な
い
失
業

が
対
象
で
す
。
雇
用
保
険
受
給

資
格
者
証
等
の
書
類
で
離
職

理
由
を
確
認
し
ま
す

※
申
請
は
、
各
税
目
ご
と
別
々
に

必
要
と
な
り
ま
す

問
税
務
課
☎
43
・
５
０
２
２

※
市
民
税
１
期
の
納
期
限
＝
６
月

30
日
（
水
）、
国
保
税
１
期
の

納
期
限
＝
４
月
30
日
（
金
）

前年の合計所得金額 減免割合

100万円以下 所得割額の全部

100万円を超え、200万円以下 所得割額の７割

200万円を超え、400万円以下 所得割額の５割

400万円を超え、600万円以下 所得割額の３割

▽前年の合計所得別の減免割合
　

国
民
健
康
保
険
税
１
期

　

後
期
高
齢
者
医
療
の
保
険
料
率
が
決
定

保
険
料
率（
平
成
22
・
23
年
度
）

保
険
料
の
納
め
方

❶
現
在
年
金
天
引
き（
特
別
徴

収
）さ
れ
て
い
る
人

※
保
険
料
決
定
後
、
還
付
に
な
る
場

合
や
特
別
徴
収
か
ら
普
通
徴
収
に

変
更
に
な
る
場
合
が
あ
り
ま
す

❷
普
通
徴
収

　

次
の
人
は
、
納
付
書
や
口
座

振
替
で
の
納
付
と
な
り
ま
す
。

　

①
年
金
支
給
年
額
が
18
万
円

未
満
の
人
や
介
護
保
険
料
と
後
期

高
齢
者
医
療
保
険
料
を
合
わ
せ
た

額
が
年
金
支
給
額
の
１
／
２
を
超

え
る
人
な
ど
②
保
険
料
納
付
方

法
変
更
申
出
書
を
提
出
さ
れ
た
人

❸
そ
の
他

　

昨
年
度
の
徴
収
方
法
が
普

通
徴
収
の
み
（
２
月
の
年
金
天
引

き
額
が
ゼ
ロ
）
の
場
合
、
本
算
定

時
に
特
別
徴
収
の
要
件
を
満
た

し
て
い
れ
ば
、
10
月
か
ら
年
金

天
引
き
が
開
始
さ
れ
ま
す
。

所
得
の
低
い
人
の
軽
減

　

保
険
料
額
が
次
の
と
お
り
軽
減

さ
れ
ま
す
。（
昨
年
度
と
同
額
）

❶
均
等
割
額

❷
所
得
割
額

　

算
定
所
得（
総
所
得
金
額
等
―
基
礎
控

除
額
33
万
円
）が
58
万
円（
年
金
収
入
の
み

の
場
合
は
２
１
１
万
円
）以
下
の
人
は
所

得
割
額
が
５
割
軽
減
さ
れ
ま
す
。

問
保
険
課
☎
44
・
３
０
０
３

後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合
事
務
局

☎
０
７
８
・
３
２
６
・
２
０
２
１

　 平成22年度 平成23年度

22・23年度

均等割額 43,924円

所得割率 8.23％

月 徴収方法

４月 仮徴収
（今年２月の年
金天引き額と
同額を徴収）

６月

８月

10月 保険料決定
後、仮徴収の
残額を３回に
分けて天引き

12月

２月

※20・21年度と比較して、均
等割額は同額、所得割率
が0.16％上昇しました

※個人の保険料額は、７月中旬
頃に通知します

　

※
制
度
加
入
前
日
に
社
会
保
険
等
の
被
扶
養
者
だ

っ
た
人
は
、
所
得
割
額
は
０
で
、
均
等
割
額
が

５
割
軽
減
さ
れ
ま
す
。
22
年
度
の
均
等
割
額
は

年
額
４
３
９
２
円
。
た
だ
し
、
国
民
健
康
保
険
・

国
民
健
康
保
険
組
合
の
加
入
者
は
対
象
外
で
す
。

総所得金額等（被保険者＋世帯主）が
次の基準以下の世帯

軽減割合
（年額）

基礎控除額
33万円

被保険者全員の各所得が
０円 ※年金収入80万円以下

９割
（4,392円）

上記以外 8.5割（注１）
（6,588円）

基礎控除額33万円＋24.5万円×被保険
者の数 ※被保険者である世帯主を除く

５割
（21,962円）

基礎控除額33万円＋35万円×被保険者の数 ２割
（35,139円）

※65歳以上の公的年金受給者は、総所得金額等から年金所得

の範囲内で最大15万円を控除し、軽減判定されます。

（注１）本来は7割軽減ですが、軽減措置で8.5割軽減となります。

▼21年中の世帯総所得金額等が一定金額以下の人

　

こ
ど
も
医
療
費
助
成
制
度
を
創
設

対
象
者

　

市
内
に
住
所
が
あ
る
小
学
４

年
生
〜
中
学
３
年
生

※
保
護
者
の
市
民
税
所
得
割
税
額

が
23
万
５
０
０
０
円
未
満

※
福
祉
医
療
制
度（
母
子
家
庭
等

医
療
、重
度
障
害
者
医
療
）な

ど
、他
の
医
療
費
の
助
成
を
受

け
る
場
合
は
対
象
外

助
成
額

　

４
月
１
日
以
降
の
入
院
医
療

費
の
自
己
負
担
額（
３
割
）の
３

分
の
１
。
長
期
入
院
は
、
４
か

月
目
以
降
は
自
己
負
担
額
を
全

額
助
成
し
ま
す
。

助
成
手
続
き

　

医
療
機
関
の
窓
口
で
一
旦
、

医
療
保
険
の
自
己
負
担
額
を
お

支
払
い
い
た
だ
き
、
後
日
、
子

ど
も
の
保
護
者
又
は
、
同
一
世

帯
の
人
が
手
続
き
願
い
ま
す
。

手
続
き
に
必
要
な
も
の

❶
医
療
機
関
の
領
収
書
（
氏
名
、

入
院
期
間
、
保
険
点
数
、
支
払
金

額
、
医
療
機
関
名
の
明
確
な
も
の
）

❷
療
養
費
の
支
給
証
明
書
又
は

支
給
決
定
通
知
書
（
保
険
証
の

提
示
な
く
入
院
し
た
場
合
）

❸
附
加
給
付
証
明
書

❹
高
額
療
養
費
の
支
給
証
明
書

❺
印
鑑（
認
印
）

❻
入
院
し
た
子
ど
も
の
保
険
証

❼
振
込
先
金
融
機
関
の
口
座
番

号（
保
護
者
名
義
の
も
の
）

※
❸
・
❹
の
支
給
の
有
無
は
加

入
し
て
い
る
保
険
に
確
認
を

お
願
い
し
ま
す
。

問
保
険
課
☎
44
・
３
０
０
３

　 ４月から

　

勤
労
学
生
減
免
制
度

対
象
と
な
る
税
目

　

22
年
度
課
税
分
以
降
の
市
・

県
民
税

対
象
者

　

給
与
所
得
な
ど
の
勤
労
所
得
が
あ

り
、
合
計
所
得
金
額
が
65
万
円
以
下
、

勤
労
所
得
以
外
の
所
得
が
10
万
円
以

下
の
特
定
の
学
校
の
学
生
・
生
徒

減
免
額

　

勤
労
学
生
で
あ
る
間
の
税
額

が
全
額

　

※
年
度
途
中
で
退
学
等
で
勤
労

学
生
で
は
な
く
な
っ
た
場
合
、

以
後
の
納
期
分
の
税
額
は
お

納
め
い
た
だ
き
ま
す
の
で
、税

務
課
ま
で
報
告
し
て
く
だ
さ
い

手
続
き
の
必
要
書
類

　

在
学
証
明
書
ま
た
は
学
生
証

の
写
し
、
印
鑑

問
税
務
課
☎
43
・
５
０
２
２

　

医
療
機
関
な
ど
で
の
自
己
負
担
を
１
割
に
据
え
置
き

　

４
月
か
ら
、
国
民
健
康
保
険

加
入
者
で
70
〜
74
歳
の
人
（
３

割
負
担
者
除
く
）
の
医
療
機
関
な

ど
で
の
窓
口
負
担
が
、
１
割
か

ら
２
割
に
変
更
さ
れ
る
こ
と
に

な
っ
て
い
ま
し
た
が
、
来
年
３

月
末
ま
で
１
割
に
据
え
置
き
と

な
り
ま
し
た
。
自
己
負
担
限
度

額
も
現
行
の
ま
ま
据
え
置
か
れ

ま
す
。

　
「
一
部
負
担
金
の
割
合
」
欄

が
「
２
割
（
平
成
22
年
３
月
31

日
ま
で
は
１
割
）」
と
記
載
さ

れ
た
受
給
者
証
を
お
持
ち
の
人

　  70～74歳  の国保加入者

　

身
体
障
害
者
の
人
に
軽
自
動
車
税
を
減
免

　

身
体
障
害
者
な
ど
の
た
め

に
使
用
す
る
軽
自
動
車
等
で

一
定
の
要
件
を
満
た
せ
ば
、

申
請
に
よ
り
軽
自
動
車
税
が

減
免
さ
れ
ま
す
。

新
規
で
減
免
申
請
す
る
人

　

障
害
等
の
等
級
と
車
両
の

使
用
状
況
で
減
免
を
判
定
し

ま
す
。

▽
申
請
時
の
持
参
物

❶
印
鑑
（
認
印
可
）

❷
運
転
者
の
運
転
免
許
証

❸
車
検
証

❹
身
体
障
害
者
手
帳
ま
た
は
戦

傷
病
者
手
帳
、
療
育
手
帳
、

精
神
障
害
者
保
健
福
祉
手
帳

▽
提
出
先　

総
合
窓
口
セ
ン
タ
ー

▽
提
出
期
限　

５
月
24
日（
月
）

21
年
度
減
免
を
受
け
て
い
た
人

　

ご
自
宅
に
郵
送
し
て
い
る
申

請
書
（
継
続
用
）
に
必
要
事
項

を
記
入
し
、
４
月
16
日
（
金
）

ま
で
に
ご
返
送
く
だ
さ
い
。

※
申
請
内
容
が
21
年
度
と
異
な

る
場
合
、
新
規
の
手
続
き
を

行
っ
て
い
た
だ
き
ま
す

問
税
務
課
☎
43
・
５
０
２
２

自
動
車
税
の
減
免
申
請
＝
洲
本

県
税
事
務
所
☎
26
・
２
０
２
６

に
は
、
４
月
１
日
か
ら
の
新
し
い

受
給
者
証
を
３
月
下
旬
に
郵
送
し

て
い
ま
す
の
で
、
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

問
保
険
課
☎
44
・
３
０
０
３

※失業者（療養者）本人の所得割額を上
記の所得に応じて減免します

　

帳
簿
の
縦
覧

22
年
度
固
定
資
産
税

 

▽
期
間　

４
月
１
日
（
木
）

　

〜
５
月
31
日
（
月
）

※
土
日
祝
日
除
く

▽
対
象
帳
簿

　

❶
土
地
価
格
等
縦
覧
帳
簿

　

❷
家
屋
価
格
等
縦
覧
帳
簿

▽
縦
覧
で
き
る
人　

土
地
・　

家
屋
の
納
税
義
務
者　

問
税
務
課
☎
43
・
５
０
２
２

納
期
限

　
　

４
月
30
日（
金
）

　

納
税
は
口
座
振
替
が
便
利

で
す
。

問
税
務
課
☎
43
・
５
０
２
２

　

収
税
課
☎
43
・
５
０
３
４

普通自動車の減
免を受けている
人は対象外です。
減免は１人につ
き１台です。き１台です。

▲国保高齢受給者証




